
（円）

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

その他（一般財源や
補助対象外経費等）

（Ｄ）

1
感染症防止のための
自治会集会所改修補
助金

3,746,000 3,746,000 0 0 R4.4.1 R5.3.6

2
市役所窓口における
新型コロナウイルス
感染症対策備品購入

2,858,900 2,858,900 0 0 R4.7.8 R4.9.20

3 学校保健特別対策事
業費補助金 3,430,877 1,410,000 1,715,000 305,877 R4.4.1 R5.3.31

4
市民ホール共用トイ
レ等改修工事 38,472,500 38,472,500 0 0 R4.4.1 R4.9.30

5

介護サービス事業者
支援補助事業（新型
コロナウイルス感染
症対策消耗品等購入

15,939,397 12,500,000 0 3,439,397 R4.4.1 R5.3.31

6
障害者施設感染拡大
防止対策補助事業
（新型コロナウイルス

3,696,028 3,696,028 0 0 R4.4.1 R5.3.31

7
PCR検査補助（法人
園、学童クラブ、介
護・障害施設等）

666,000 666,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

8 保育対策総合支援事
業費補助金 12,420,000 6,210,000 6,210,000 0 R4.4.1 R5.3.31

9 子ども・子育て支援交
付金 7,570,000 2,524,000 2,523,000 2,523,000 R4.4.1 R5.3.31

10
児童養護施設等事業
者支援事業費補助事
業

200,000 200,000 0 0 R4.4.1 R5.3.3

11
新型コロナウイルス
感染症対策事業 2,100,256 1,250,200 0 850,056 R4.4.1 R5.3.31

12 庁内維持管理事業 989,000 700,000 0 289,000 R4.4.1 R5.3.31

13 職員採用試験事業 1,796,080 1,422,000 0 374,080 R4.4.1 R5.3.31

14
中小企業支援等業務
（人材不足解消に向
けた支援）

660,000 660,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

15 中小企業等デジタル
化促進補助金事業 7,056,000 7,056,000 0 0 R4.5.1 R5.3.10

16 住宅・店舗・施設改修
助成金事業 37,140,000 37,140,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

17
県「セーフティネット資
金」信用保証料補助
事業

71,337 70,000 0 1,337 R4.4.1 R5.3.31

18 県「セーフティネット資
金」利子補給事業 4,748,000 4,000,000 0 748,000 R4.4.1 R5.3.31

19
つなぐ守山産業振興
イベント支援補助金
事業

2,500,000 1,500,000 0 1,000,000 R4.4.1 R5.3.31

20 タクシーによる守山グ
ルメ配送事業 350,310 350,310 0 0 R4.4.1 R4.10.21

21
野洲川中洲親水河川
公園整備事業費（トイ
レ整備）

13,101,000 13,101,000 0 0 R4.9.5 R5.3.3

22 ハウス農業支援事業
補助 11,072,000 11,072,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

23 農業経営に対する燃
料高騰支援 2,250,000 2,250,000 0 0 R4.4.1 R5.3.28

24 畜産業支援事業 3,506,956 3,506,956 0 0 R4.4.1 R5.3.24

25 水産業燃油高騰対策
支援事業 340,000 340,000 0 0 R4.4.1 R5.3.3

26 水産業アフターコロナ
等対策補助金事業 1,491,000 1,491,000 0 0 R4.4.1 R5.2.14

27 ３密を避けた市内飲
食店利用推進事業 46,687,200 46,687,200 0 0 R4.4.1 R4.10.31

28
小規模事業者持続化
補助金への市独自上
乗せ支援事業

0 0 0 0 - -
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29 給食物資に係る保護
者負担軽減 11,433,533 8,300,000 0 3,133,533 R4.4.1 R5.3.31

30
すこやかサロン開催
事業（再開支援） 696,000 696,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

31 地域密着型サービス
拠点施設等整備補助 5,715,000 5,715,000 0 0 R4.5.30 R4.12.20

32
保育園運営事業費
（給食費の負担軽減
措置）

1,135,302 998,000 0 137,302 R4.4.1 R5.3.31

33
法人立保育園等運営
助成事業費（給食費
の負担軽減措置）

2,584,148 2,577,760 0 6,388 R4.4.1 R5.3.31



34
脱炭素社会に向けた
太陽光蓄電池システ
ム等設置補助

5,077,000 5,077,000 0 0 R4.8.1 R5.3.31

35
就労のための知識等
習得補助 391,000 391,000 0 0 R4.8.15 R5.3.31

36
ひとり親子育て世帯
生活支援特別給付金
事業（上乗せ支給）

39,500,000 39,500,000 0 0 R4.5.26 R5.3.31

37
ひとり親以外の子育
て世帯生活支援特別
給付金事業（上乗せ

33,050,000 33,050,000 0 0 R4.5.26 R5.3.31

38
小中学校ＩＣＴ化推進
「ＡＩドリル」導入事業 20,827,409 10,092,750 0 10,734,659 R4.4.1 R5.3.31

39
市・県民税申告書作
成ツール導入 1,320,000 1,320,000 0 0 R4.10.28 R5.2.15

40
農業経営安定収入保
険加入促進補助金 1,394,000 1,394,000 0 0 R4.4.1 R5.3.31

41
市民向けインターネッ
ト等整備事業 4,908,200 4,908,200 0 0 R4.9.29 R5.3.31

42
マイナンバーカード普
及促進に向けた商品
券支給

55,615,000 55,615,000 0 0 R4.10.1 R5.3.31

43
障害福祉サービス事
業者物価高騰対策支
援事業費交付金

1,912,000 1,912,000 0 0 R5.1.1 R5.3.31

44
介護サービス事業者
物価高騰対策支援事
業費交付金

5,040,000 5,040,000 0 0 R4.12.22 R5.3.31

45 放課後児童クラブ物
価高騰対策支援金 3,352,800 2,933,040 0 419,760 R4.4.1 R5.3.31

46
中小企業等省エネ・
再エネ設備等導入促
進補助金

27,756,000 27,756,000 0 0 R4.11.1 R5.3.31

47
スクールソーシャル
ワーカー充実・強化
事業等

2,456,256 2,456,256 0 0 R4.10.1 R5.3.31

48
スクーリング・ケアサ
ポート充実・強化事業 128,000 128,000 0 0 R4.10.1 R5.3.31

49
自治会集会所建設等
補助事業に係る物価
高騰支援

2,045,000 2,045,000 0 0 R4.7.8 R5.3.31

50
電力・ガス・食料品等
価格高騰緊急支援給
付金事業（上乗せ支

47,900,000 47,900,000 0 0 R4.9.9 R5.3.31

51 地域交通原油価格高
騰支援事業 2,216,000 2,216,000 0 0 R4.4.1 R5.3.3

52 保育所等物価高騰対
策支援事業 12,647,880 9,743,160 0 2,904,720 R4.4.1 R5.3.31

53 妊娠出産子育て支援
交付金 128,595,335 21,433,335 85,730,000 21,432,000 R5.2.1 R6.11.21

54 小学校特別教室空調
設置事業 134,081,200 100,000,000 0 34,081,200 R4.10.31 R5.3.31

55 小中学校ICT化推進
事業 32,864,040 20,000,000 0 12,864,040 R4.4.1 R5.3.31

56 電子決裁システムの
導入費 28,277,700 28,277,700 0 0 R4.8.31 R5.3.31

837,777,644 646,355,295 96,178,000 95,244,349

　　　３．「Ｎｏ」の欄、「事業名」の欄は、それぞれ新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画から「Ｎｏ」の欄、「交付対象事業の名
称」の欄を転記すること。
　　　４．「交付金充当経費」の合計欄の額は、「既交付額」の欄と「精算払請求額」の欄の合計と等しくなるようにすること。

合計

注） １．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画に計上している事業のうち、交付金充当事業について記載すること。
　　　２．交付金充当事業については、事業の実施を証する書類（契約書の写し等）及び事業の完了を証する書類（請求書、領収書の写し等）を各団
体において保管すること。


